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１．はじめに 

日本では近距離の移動における公共交通の手段とし

て，路面電車やバスなど様々な輸送形態が使われてい

る．しかしながら近年では，バス事業者が不採算路線

から撤退するケースが相次いでおり，自治体はバス路

線を補完するために交通サービスの整備・運営の検討

を行っている．そのための一資料として，平成 20 年３

月に国土交通省は，地域のモビリティ確保に向けた施

策に取り組む際の参考となる事例や，検討する際の着

眼点や留意点などの整理を試みた資料１）を自治体に提

供した．しかし，この資料では日本国内にて実施され

た事例の紹介にとどまっており，交通サービスが現時

点で日本に導入されていないものの，海外各地で導

入・運営されている独自の輸送形態については考慮さ

れていない．また，世界中の都市内交通の全貌を同じ

フォーマットで整理した資料は少ないのが現状である． 

そこで本稿では，海外で実際に運営されている交通

システムのデータ・資料を整理した交通データベース

を構築する．また，構築したデータベースから，人口

および料金の２項目のデータを用いて比較し，交通シ

ステムの特性による違いを把握することを目的とする． 

２．海外における交通システムの情報収集 

海外の都市内交通の情報を収集するにあたり，106

ヶ国の旅行ガイドブックから，601 都市・地域の情報

を用いる．また，ガイドブックで不足している情報は，

都市交通に関する書籍やインターネットにより補足し

た．これらの情報を基に新たな交通データベースを構

築した．本データベースの主な項目を５つのカテゴリ

ー別に表－１に示す． 

３．データベースの活用例 

構築したデータベースでは，事業者が交通システム

の導入候補の検討や，地域のニーズに合った交通シス

テムを選定する際に用いることが可能であり，人口規

模や特定の交通形態ごとに分割して，世界中の公共交

通の情報を得ることが可能となる． 

４．小規模交通システムの概要および基礎集計 

海外の都市内交通を見ると，日本のシステムとは異

なるものとして，ミニバス，三輪タクシー，バイクタ

クシー，自転車タクシーの４つが一例として挙げられ

る．本稿では，短距離かつ少需要の輸送に使われてい

る交通形態を，小規模交通システムと定義し，各交通

システムの概要を表－２に示す．なお，ミニバスにつ

いては日本でも導入されているが，本稿で扱うミニバ

スは路線バスと同程度の機能を持つ交通システムとす

る．具体的には小型トラックを改造したものや，乗合

タクシーなどを指す．ここで，構築した交通データベ

ースを用いて，小規模交通システムごとに，導入して

いる都市数を算出した．その結果，ミニバスは 126都

市，三輪タクシーは 41 都市，バイクタクシーは 22都

市，自転車タクシーは 34都市であった．ミニバスは世

界的にも普及しており，距離別料金制や均一料金制を

採用していることがわかった．それに対し，ミニバス

以外の３つの交通システムは主に東南アジアで普及し，

料金交渉制を採用していることがわかった．
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表－１  交通データベースの主な項目 
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表－２ 小規模交通システムの一例 

小規模交通
システム

写真 概要

ミニバス

・安価で、ルート上なら乗り降り自由
・人数が集まり次第出発する

例：ジープニー（フィリピン）

三輪
タクシー

・定員は基本的に3人
・徒歩移動では遠い距離向き
・市内観光に便利

例：トゥクトゥク（タイ）

バイク
タクシー

・荷物が軽いときや近距離移動に便利
・運転手の後ろやサイドカーに座る

例：オジェッ（インドネシア）

自転車
タクシー

・2㎞程度以内の短距離移動に便利
・自転車の前後に人力車のような座席

例：オートリキシャー（バングラデシュ）
 

５．小規模交通システムの特性把握 

 構築した交通データベースから，本稿では人口と料 

金の２つの項目についてデータを比較し，小規模交通

システムの特性を把握した． 

（１）人口による比較 

小規模交通システムを導入している都市を対象とし

て，人口別構成比を算出したものを表－３に示す．こ

れによると各小規模交通システムは，人口 50万人未満

や 200 万人以上の都市でも多く見受けられることから，

人口の多少にはあまり関係なく導入出来ることがわか

る．自転車タクシーにおいては 50～99 万人が約４割と，

主に中規模都市で利用されている傾向があった． 

表－３ 小規模交通システム導入都市数と人口の割合 

自転車
タクシー

バイク
タクシー

三輪
タクシー

ミニバス

～49 25.9 61.1 53.6 44.7 45.7 64

50～99 37.0 11.1 10.7 21.4 20.0 28

100～149 7.4 5.6 3.6 11.7 9.3 13

150～199 7.4 0.0 3.6 5.8 5.7 8

200～ 22.2 22.2 28.6 16.5 19.3 27
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（２）料金による比較 

小規模交通システムの料金を相互比較するために基

準を定める必要がある．そこで，都市内交通として世

界的に導入されている路線バスまたは一般タクシーの

料金を基準（=100%）とし，各小規模交通システムの

割合を算出する．本稿では式(1)を用いて，小規模交通

システムごとに得られた値を比較した． 
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:X 各交通システムの料金割合 

:iF 都市 iの交通システムの料金 

:),( tbiF 都市 iの路線バスまたは一般タクシーの料金 

:n 各小規模交通システムを導入している都市数 

各小規模システムの料金と，①バス料金を比較した

結果を図－１，②タクシー料金と比較したものを図－

２に示す．図－１より，ミニバス以外の３つの小規模

交通システムは 300～450%（路線バスの約３～4.5 倍

の料金）となり，路線バスより料金が高いことがわか

った．また図－２より，一般タクシーと自転車タクシ

ーは，同程度の料金割合となった．それ以外の小規模

交通システムは，タクシー料金より安いことがいえる． 
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図－１ 路線バスの料金を基準とした比較 
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図－２ 一般タクシーの料金を基準とした比較 

６．おわりに 

本稿では，数々の資料から事業者が交通システム検

討・選定時の使用を見込んだ実用的な交通データベー

スの構築を試みた．また，抽出された海外で導入され

ている４つの小規模交通システムについて，人口と料

金による比較を行い，短距離かつ少需要の輸送を担う

交通システムの特性を明らかにした． 

今後の課題として，交通システムごとに発生する事

故データや建設・運営費から，データベースの項目に

安全性やコストを考慮し，交通システムをより詳細に

分析可能なデータベースを構築することが必要である． 

参考文献 

1） 国土交通省：地域の自立的発展のためのモビリテ

ィ確保に向けた検討の手引き，2008. 

土木学会第67回年次学術講演会(平成24年9月)

 

-176-

 

Ⅳ-088

 


